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序     文 

 

 

日本政府は、パラグアイ政府の要請に基づき、メルコスール関税統一効果測定のための

応用一般均衡モデル及び産業連関表の策定にかかる技術協力を実施することとなりました。 

 当機構は本格的な協力の開始に先立ち、本件を円滑かつ効果的に進めるために、平成 17

年 10 月 23日から 11月９日までの 18日間にわたり事前評価調査を実施しました。 

 本調査においては本件の背景を確認するとともに、パラグアイ政府の意向を確認し、本

調査の範囲、内容などについて議論を行いました。また、調査終了後日本・パラグアイ双

方にて議論を積み重ねて、平成 17 年 11 月に JICAパラグアイ事務所と財務省の間で協議議

事録（Minutes of Meeting: M/M）を締結しました。 

 本報告書は、今回の調査及び協議結果を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定し

ている本格的協力に資するためのものです。 

 終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 17 年 12 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

理 事  伊 沢  正 



 

 

略語表 
 

CET    Common External Tariff 対外共通関税制度 

CGE    Computable General Equilibrium Model 応用一般均衡モデル 

DGEEC   Direccion General de Estadistica, Encuestas y Censos 大統領府統計局 

EU         The European Union  欧州連合 

GTAP       Global Trade Analysis Project 国際貿易分析プロジェクト 

IDB        Inter-American Development Bank 米州開発銀行 

INTAL   Institute for the Integration of Latin America and the Caribbean 

ラテンアメリカ・カリブ海地域統合研究所 

IPC    Indice de Precio al Consumidor 消費者物価指数  

IPP    Indice de Precio al Productor 生産者物価指数 

SAM        Social Accounting Matrix 社会会計行列 

SNA        System of National Accounts 国民経済計算 

UNDP       United Nations Development Programme  国連開発計画 
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第１章 要請の背景 

 

南米南部共同市場（以下、「メルコスール」）域内総生産の構成比はブラジルの 66%に対

してパラグアイ（以下、｢パ国」）は僅か 0.9%（2002 年統計）と、メルコスール経済に占

めるパ国の比重は極めて小さい。 パ国経済の特徴は、その輸出の６割を大豆・牛肉等の農

牧１次産品が占めるなど第１次産業に依存していること、また中間材輸入の割合はメルコ

スール域内 30％、域外 70％と域外からの輸入に依存しており、海外に対して経済が開放的

（輸入品に占める非関税品目の割合はパラグアイ35%､ブラジル13%､アルゼンチン11%､ウル

グアイ 28% ）なことである。このような状況下、メルコスール域内関税統一化（2008 年施

行予定）の議論の過程で、保護するべき自国産業（中間材を含む）の多いブラジルは、域

外産品に対しては高く、域内産品に対しては低く関税設定することを提案している。この

ため、このまま域内関税統一が実現した場合、域外からの輸入依存度の高いパ国経済は、

主要輸出産業（大豆、牛肉加工、加工食品、繊維・縫製等）に大打撃を受けることが懸念

されている。このような関税等外生変数変動のインパクトを測る為には PURDUE University

にて開発された GLOBAL TRADE ANALYSIS PROJECT（GTAP)に自国の産業連関表を適用し、マ

クロ計量モデル分析を実施することが有用であり、貿易交渉での主要なツールとなりつつ

ある。しかしながら、「パ国」では担当省庁である大蔵省（及びパ国経済関係機関）に適

用可能なマクロ計量モデルや産業連関表が存在せず、また、マクロ計量モデルや産業連関

表を策定する技術も経験も有していない。このような状況下、「パ国」大蔵省からこの分

野で豊富な経験・知見を有する我が国に対して今般本件の技術協力が要請された。 

 

 

第２章 事前評価調査について 

 

第１節  事前評価調査の目的 

 

(１) プロジェクトの事前評価に必要な情報収集・分析を行う。 

(２) プロジェクトにおける具体的な投入、活動等を決定するために、投入リソース 

（GTAP 事務局含む）及び受入先（大蔵省の機能・予算・人員等の体制）について現

状把握・分析を行う。 

(３) 上記(１)、(２)を踏まえてプロジェクトの方向性について関係者間で合意形成を行

う。 
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第２節  事前評価調査の内容 
 

(１)プロジェクトの事前評価に必要な情報収集・分析を行う。 

・メルコスールによる関税同盟の進捗についての確認 

・産業連関表の更新にかかる確認 

・関係機関（大蔵省、中央銀行、産業連関表を策定しているとされる Instituto    

Desarollo）の機能・役割分担、プロジェクト実施にかかる意向等についての確認 

・パラグアイ国家開発経済調査のレビュー 

・米州開発銀行/INTAL(ラ米統合研究所）の動向確認 

 

(２)プロジェクトにおける具体的な投入、活動等を決定するために、投入リソース（Purdue

大学含む）及び受入先（大蔵省の機能・予算・人員等の体制）について現状把握・分

析を行う。 

・GTAP 概要 

・GTAP 事務局によるデータ更新作業・パラグアイが参加する際の条件等の確認 

・GTAP による特別セミナー開催にかかる経費等条件の確認 

・パラグアイ大蔵省経済統合次官房の機能・予算・人員、カウンターパートとなる専

門職３名の能力資質の確認 

・専門家の執務環境の確認 

・中央銀行経済調査局から派遣される予定のカウンターパート５名の能力資質の確認 

 

(３)上記(１)、(２)を踏まえてプロジェクトの方向性について関係者間で合意形成を行う。 

 
 

第３節  調査団員構成 

 

氏名 担当 所属先 

武田 浩幸 総括 JICA パラグアイ事務所 次長（現地参加） 

川崎 研一 マクロモデル 内閣府経済社会総合研究所 特別研究員 

石川 敦子 統計 筑波大学教育開発国際協力研究センター 研究員 

吉田 徹 協力企画 JICA 経済開発部 経済政策・金融チーム 職員 

藤川 学 評価分析 株式会社地域計画連合 取締役（コンサルタント） 
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第４節  事前評価調査の日程 

 
行 程 

月 日 
JICA 団員 コンサルタント 内閣府（川崎参事官）

宿泊地 

1 10/23 日 移動 成田→ 機中泊 

2 10/24 月 移動 →Asuncion 

3 10/25 火 JICA 事務所打合、財務省表敬・打合 

4 10/26 水 中央銀行打合、農牧省統計局打合・資料収集 

5 10/27 木 
中央銀行打合・資料収集、大統領府統計局打合・

資料収集、農牧省企画局打合、開発研究所打合 

6 10/28 金 商工省打合、財務省打合・活動報告 

7 10/29 土 

 

資料整理 

8 10/30 日 移動 成田→ 資料整理 

移動 →Asuncion JICA 事務所打合 
9 10/31 月 日本国大使館表敬 

JICA 事務所打合 

10 11/1 火 財務省協議、M/M 案作成 

 

 
 

11 11/2 水 中央銀行協議・資料収集 移動 成田→ 

JICA 事務所打合 移動 →Asuncion 
12 11/3 木 

 

JICA 事務所打合、財務省協議、M/M 案最終化準備 
13 11/4 

金 
  移動 →Asuncion 

14 11/5 土 資料整理 移動  

15 11/6 日 資料整理 移動 →成田 

Asuncion 

16 11/7 月 
日本国大使館報告 
JICA 事務所報告 
移動 Asuncion→ 

17 11/8 火 移動 

機中泊 

18 11/9 水 移動 →成田 
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第３章 事前評価調査概要報告 

 

第１節 結論 
 

調査・協議の結果、以下のとおりプロジェクト開始を 2006 年１月下旬（または２月初旬）

からとし、協力期間は同年９月までの約８ヶ月間とすることとした。この協力期間のうち

前半は Purdue 大学の GTAP 事務局によるパラグアイのデータ組込作業と GTAP 専門家派遣に

よる研修、後半は日本の夏休みにあたる時期に日本人専門家派遣によるフォローアップ研

修及びセミナー開催という展開を予定している。 

なお、本事前評価による M/M については、上記内容にてほぼ日本側・パラグアイ側双方

合意に至りつつあるが、予定していた 2005 年 11 月７日の署名について、パラグアイ大蔵

省側から IMF 本部への緊急出張により困難である旨連絡があったため、調査団帰国後 JICA

事務所長及び大蔵大臣が持ち回りにて署名することとなった。(その後 11 月 17 日付で署

名。) 

 

(１)プロジェクト目標 

CGE モデルと産業連関表によりメルコスール関税統一によるパラグアイ経済への影響が

測定・分析される。 

 

(２)プロジェクト成果 

①GTAP データベースにパラグアイの産業連関表が組込まれる。 

 ②パラグアイの CGE モデルが構築される。 

③パラグアイ大蔵省・中央銀行の職員が、産業連関表の策定、データベースの取り扱い、

CGE モデルの構築・分析について研修される。 

 

(３)プロジェクト期間 

 2006 年１月から 2006 年９月まで 

 

(４)投入 

＜日本側投入＞ 

日本人専門家、GTAPデータベース組込・研修・ソフトウエア/ライセンス経費 

 

＜パラグアイ側投入＞ 

カウンターパート８名（予定）（大蔵省３名、中央銀行５名） 
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(５)プロジェクト経費（日本側負担） 

日本人専門家派遣２名×１M/M、GTAP経費約 US$50,000 

 

第２節 調査・協議結果 

 
(１)協力リソースについて 

本件はパラグアイ政府より日本政府に技術協力要請があったものであるものの、現在関

税統一の効果を測定する際の分析手段としては、米国 Purdue 大学による GTAP（Global Trade 

Analysis Project）が世界的に最も活用されており、いわば貿易交渉ツールとしてデファ

クトスタンダードとなっている。このため、調査団では GTAP のアドバイザリーボードメン

バーである川崎経済見通し参事官（内閣府）の協力のもと GTAP事務局と連絡をとり本件へ

の協力・参加について可能性を模索してきた。 

この結果、通常は Purdue 大学で毎年１回開催される集団研修コースに参加する必要があ

るところを、本件については GTAP 専門家（2005 年 12 月に Ph.Dを取得予定の学生）のパラ

グアイ訪問（複数回）とオンラインを活用したパラグアイ大蔵省及び中央銀行職員だけを

対象としたテーラーメードの研修プログラムによる技術移転が可能となった。さらに、こ

の GTAP 専門家はスペイン語での研修が可能であるためより効率的な技術移転が可能である

点や、既存の集団研修より研修期間を長く設定しているため、脱落者もあるといわれる集

団研修コースに比較してより手厚くきめ細やかな研修が期待できる。 

 

(２)日本人専門家について 

上記のとおり、GTAP にかかる基本的な技術習得はプロジェクト前半にて GTAP 主導で実施

されることとなるが、技術習得後に GTAP を政策ツールとして活用していくには相応の経験

を蓄積していく必要がある。このため GTAP 専門家による研修内容についてカウンターパー

トの理解度を確認し、必要に応じて補足的研修を行うとともに、GTAP データベースを利用

した CGE モデルによる日本の研究結果の事例紹介や、また産業連関表の作成過程や構造を

分析して今後の改善点などを指摘し、日本の作成状況の紹介も含めて継続的な統計整備の

重要性をカウンターパートに認識させることを目的として、日本人専門家によるフォロー

アップ研修を予定することとした。 

また日本の「顔が見える援助」の観点から日本人専門家派遣期間中に本件協力を広く広

報できるセミナー開催なども予定することとし、川崎参事官からは再度パラグアイ訪問の

可能性も含めて協力していきたい旨意向があった。 

 

(３)産業連関表について 

パラグアイ中央銀行では1994年の産業連関表を作成し、延長推計による1995年から1997
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年までの各年表を有していることが判明した。GTAP 事務局によると GTAP が必要とする 57

×57 表への転換及びデータベースへの組込は、この既存の産業連関表をもとに作業をする

ことが可能とのことであり、2006 年３月から４月に予定されている Version6.2 の更新時期

にパラグアイのデータも間に合わせることを優先して作業することが予定されているため、

早ければ来年からパラグアイを含んだデータベースをもとに分析作業が可能となる。 

このように本件は 2008 年の関税統一という時限を優先し、GTAP による分析にかかる能力

向上に重点をおいた協力内容としているため、新たな産業連関表の作成や既存の産業連関

表の更新などの作業は実施しないものの、一方で既存の産業連関表は不十分な経済・生産

統計等に依拠して作成されているため、統計整備の重要性をパラグアイ側に認識してもら

い長期的な課題として継続的に取り組んでもらうことが必要と思われる。 

 

(４)大蔵省・中央銀行との協議について 

大蔵省・中央銀行とも調査団側から提示した上記の協力内容・展開について大筋了承し

た。大蔵省からは Jose Cuevas 氏、Francisco Ruiz 氏を含めた計３名のカウンターパート、

中央銀行からは Gustavo Biedermann 氏をシニアエコノミストととし、その他４名のジュニ

アエコノミストを選考し計５名のカウンターパートに本プロジェクトを担当させる予定と

のことであった。 

また中央銀行側から GTAP ソフトのライセンスを大蔵省だけでなく中央銀行側にも供与し

てほしい旨強い要望があり、これについて川崎参事官より双方にデータベース、ソフトウ

エアを購入すればよいであろう旨説明があった。 

 

 

第４章 今後の予定・留意事項 

 

本事前評価調査の M/M を署名・交換することが必要となっている。また、現在 GTAP 経費

見積もりは研修対象人数 10 名としているため、契約締結前にカウンターパートの名前・人

数を確定した M/M を再度 JICA 事務所とパラグアイ側にて署名・交換するとともに JICA 事

務所と Purdue 大学にて契約交渉手続きを進める予定としている。なお本件は小規模案件の

ため R/D 署名は予定していない。また、次回の M/M には中央銀行も署名したいとの意向が

あったため、プロジェクト開始後の大蔵省と中央銀行の調整にかかる記載に留意した M/M

を準備する必要がある。 

さらにプロジェクト開始後は、前半が GTAP 専門家主導によるパラグアイのデータ組込作

業と研修、後半が日本人専門家派遣によるフォローアップ研修及びセミナー開催という協

力展開となるため、GTAP 専門家による活動についての報告を適宜派遣予定の日本人専門家

に連絡し、日本人専門家の活動がより効率的に開始できるよう考慮する必要がある。また、
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本案件の技術移転が、パ国の経済政策決定の持続的・有効的な手法となるためには、JICA

専門家によるフォローアップとともに、パ国の GTAP 側との持続的なつながり・情報交換が

必要である。そのためにも、日本側は受講内容・体制についてモニタリングし、パ国側の

経済分析担当が職場移動となった場合も引継ぎが行われるようにマニュアル化する等、技

術移転の自立発展性についても考慮する必要がある。 

以上 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

作成日：平成 17 年 11 月 25 日 

担当部：パラグアイ事務所、経済開発部第一グループ経済政策・金融チーム 

１．案件名 

パラグアイ・メルコスール関税統一効果測定のための応用一般均衡（CGE）モデル及び産

業連関表の策定プロジェクト 

２．協力概要 

(1) 協力内容 

応用一般均衡（CGE）モデル及び産業連関表の策定に係る研修を通して、メルコスール関

税統一における様々な交渉に役立つツール（経済モデル）を確保し、大蔵省の交渉機能や

政策提言機能を強化する。 

 

(2) 協力期間 

2006 年１月から 2006 年９月まで（８ヶ月間） 

 

(3) 協力総額（日本側） 

8,617 千円（2005 年度）、9,999 千円（2006 年度） 

 

(4) 協力相手先機関 

大蔵省及び中央銀行 

 

(5) 国内協力機関 

なし 

 

(6) 直接受益対象者 

大蔵省経済統合部及び中央銀行経済調査部職員 

 

３．協力の必要性・位置づけ 

(1) 現状と問題点 

メルコスール域内総生産の構成比はブラジルの 66％に対してパラグアイは僅か 0.9％

(2002 年統計)と、メルコスール経済に占めるパ国の比重は極めて小さい。パ国経済は輸出

の 6 割を大豆・牛肉等農牧１次産品が占める等第１次産業に依存しているため、海外に対

して開放的（輸入品に占める非関税品目の割合はパラグアイ 35％、ブラジル 13％、アルゼ

ンチン 11％、ウルグアイ 28％）なことや、パ国における中間財輸入の割合はメルコスール

域内 30％、域外 70％と域外からの輸入に依存していることが特徴的である。 

このような状況下、メルコスール関税統一化（正確には、①域内関税撤廃と②対外共通

関税制度（Common External Tariff: CET）を柱とするのもので、2008 年施行予定）の議論

の過程で、保護すべき自国産業（中間財を含む）の多いブラジルは域外産品に対して高く、

域内製品に対しては低く関税設定することを提案している。前述の理由から、このまま関
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税統一が実現した場合、域外からの輸入依存度の高いパ国経済（大豆、牛肉加工、加工食

品、繊維・縫製等）に大打撃を与えることが懸念されている。 

また、2010 年までは関税統一から除外されている(waived)産品が、統一後、どのような

インパクトを受けるかについても明らかになっていない。 

現在、関税等外生変数変動のインパクトを測るためには米国の Purdue University が開

発した Global Trade Analysis Project (GTAP)のデータベースに自国の産業連関表を組み

込み、CGE モデルを回すことが、デファクトスタンダードになりつつあり、パ国もそのよう

な手続き・作業が必要となっている。 

しかしながら、担当省庁である大蔵省（及びパ国のその他の経済関係省庁）は、そのた

めのノウハウや技術を有していない。そのため、大蔵省からこの分野で豊富な知識・知見

を有する日本に対して本件の技術協力が要請された。 

 

(2) パラグアイ政府国家政策上の位置づけ 

直近のパラグアイ開発計画(2004-2011)には、メルコスールの役割と課題が記述され、特

にパラグアイの利益を損ねないための条件などが明記されている。 

 

(3) 日本の援助政策、JICA国別事業実施計画上の位置づけ 

平成 16 年度 JICA 国別事業実施計画では、「メルコスール域内外の競争時代に対応しう

る経済競争力強化」がパラグアイにおける協力の重点課題になっている。 

この具体的なブレイクダウンとしては、①農産物生産支援、②業界団体・組合等と連携

した技術指導（畜産、繊維、木材加工等）、③中小企業人材育成、④動植物検疫や工業規

格等の技術向上・制度整備、⑤国内産業強化、輸出、投資促進等のための制度整備、⑥産

業活動のためのインフラ整備が挙げられている。 

本プロジェクトは、特に⑤に最も関係するとともに、メルコスールにおけるパラグアイ

経済や国際貿易上の損益や影響をマクロ的に把握し、政策や制度づくりに生かそうとする

ものである。 

 

４．協力の枠組み 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

メルコスール域内関税統一がパラグアイの主要産業に与える影響を、適切に策定された

CGE モデル及び産業連関表によって測定・分析する。 

 

② 協力終了後に達成が期待される上位目標 

CGE モデルと産業連関表によりメルコスール関税統一によるパラグアイ経済への影響が

測定・分析できるようになる。 

 

(2) 成果（アウトプット） 

成果１ GTAP データベースにパラグアイの産業連関表が組込まれる。 

成果２ パラグアイの CGE モデルが構築される。 

成果３ パラグアイ大蔵省・中央銀行の職員が、産業連関表の策定、データベースの取り
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扱い、CGE モデルの構築・分析について研修される。 

 

(3) 活動： 

1-1：産業連関表のための基本的なデータを準備する。 

1-2：CGE モデルを回すためのデータベースとして産業連関表を作成し、GTAP データベース

に組み込む。 

2-1：CGE モデルを運用するための、経済理論やコンピュータソフトウエアについて理解す

る。 

2-2：CGE モデルを策定する。 

3-1：産業連関表の作成、データベースの取り扱い、CGE モデルの策定と分析に関する研修

を実施する。 

3-2：研修の評価を実施する。 

 

(3) 投入（インプット） 

① 日本側 

・短期派遣専門家 

CGE モデルの策定、産業連関表の作成他複数名 

（注意：短期派遣専門家の分野、人数及び派遣期間は、日本側の会計年度毎に、両国側の

調整を通じプロジェクトの進捗状況を勘案して最終決定される。） 

・機材供与 

本プロジェクトの円滑な実施に必要な機材 

・カウンターパート研修 

必要に応じて、日本または第三国においてカウンターパート研修を行う。 

・その他 

CGE モデルの運用に付随するコンピュータソフトのライセンス代、GTAP 事務局から派遣

される専門家への費用等を含む本件に必要な現地業務費 

 

② パラグアイ側 

・カウンターパートの配置（８名程度） 

・事務所スペースの提供 

・必要な予算の措置 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

①大蔵省の最高幹部が本プロジェクトを支援する。 

②本プロジェクトに関する維持管理が適切になされる。 

③本プロジェクトに対して（経済統合次官房以外の）大蔵省部局、中央銀行及びその他の

関係官庁からの支援が行われる。 

④本プロジェクトにおける諸活動が技術協力期間終了後も継続して行われる。 
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５．評価５項目による評価結果（暫定） 

(1) 妥当性 

 以下の確認により、本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。 

①メルコスール関税統一交渉におけるツール 

メルコスール関税統一は加盟国間での協議・交渉は続いており、関税統一がもたらす

自国の経済や産業に対する様々なインパクトを測定するツール（経済モデル）をもつこ

とは、不可欠である。 

②パラグアイ政府国家政策上の位置づけ（再掲） 

直近のパラグアイ開発計画(2004-2011)には、メルコスールの役割と課題が記述され、

特にパラグアイの利益を損ねないための条件などが明記されている。 

③日本の国際協力政策への妥当性（再掲） 

平成 16 年度 JICA 国別事業実施計画では、「メルコスール域内外の競争時代に対応し

うる経済競争力強化」がパラグアイにおける協力の重点課題になっている。この具体的

なブレイクダウンとしては、①農産物生産支援、②業界団体・組合等と連携した技術指

導（畜産、繊維、木材加工等）、③中小企業人材育成、④動植物検疫や工業規格等の技

術向上・制度整備、⑤国内産業強化、輸出、投資促進等のための制度整備、⑥産業活動

のためのインフラ整備が挙げられている。本プロジェクトは、特に⑤に最も関係すると

ともに、メルコスールにおけるパラグアイの損益や影響をマクロ的に把握し、政策や制

度づくりに生かそうとするものであり、妥当性は高い。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトにおける技術移転・研修を通じて、大蔵省及び中央銀行のカウンターパ

ートは、CGE モデルや産業連関表に習熟し、「メルコスール関税統一がパラグアイの主要産

業に与える影響を測定・分析する」というプロジェクト目標を比較的短期間のうちに達成

すると見込まれ、有効性は高いと考えられる。 

また、本プロジェクトではデータの提供等を通じて、大蔵省中央銀行を始め関連省庁／

機関における調整を密にすることとしており、本プロジェクトの高い有効性に寄与するも

のと期待される。 

 

(3) 効率性 

以下の確認により、本プロジェクトは効率的な実施が見込める。 

日本側からの投入計画は、必要な活動要素に対応した短期専門家を適宜派遣することを

基本にしており、非常に効率的であると考えられる。特に CGE モデル（ソフトウエアの操

作、運用・シミュレーション等を含む）の研修では、米国 Purdue 大学 GTAP 事務局から、

専門家（かつ西語がネイティブ）を派遣してもらうことを計画している。（９週間のオン

ライン研修＋３週間のオンサイト（現地）研修） 

一方、パラグアイ側も、経済学のバックグラウンドを有するカウンターパートの配置、

事務所スペースの提供等を約束しており、両国からの投入が相まってプロジェクトが効率

的に機能するものと見込まれる。 
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(4) インパクト 

 本プロジェクトによる以下のインパクトが見込まれる。 

大蔵省や中央銀行が経済モデルを利用して、メルコスール関税統一の影響を測定・分析

する機能が強化されることによって、中長期的には、①上位目標の達成が見込まれると同

時に、加盟国間での交渉を有利にし、自国経済・産業への損失を軽減することが可能にな

る、また、②CGE モデルの長所、短所あるいは限界を十分理解し、自らの経済政策立案に役

立てることが可能になる。 

さらに、CGEモデル作成のために利用した（ある意味で経済・生産統計の頂点にある）産

業連関表の重要性をカウンターパートが認知し、パ国の統計整備の必要性を考慮するよう

になる。 

 

(5) 自立発展性 

 以下の確認により、本プロジェクトが高い自立発展性を持つことは可能であると考えら

れる。 

①組織・制度的自立発展性 

大蔵省及び中央銀行はパ国の中核的な組織／機関であり、組織的な自立性については問

題ない。 

 

②財務的自立発展性 

大蔵省及び中央銀行の活動は基本的に政府予算に依存している。本プロジェクトの継続

については、GTAP データベースの購入（１年に１度程度、ただし、更新したからといって

毎回必ずしも購入する必要はない）を除けば、大きな費用は発生しないと考えられ、財務

的な自立性については問題ないと考えられる。 

 

③技術的自立発展性 

プロジェクト終了後も大蔵省や中央銀行のカウンターパートが技術的に持続発展するた

めには、彼らの能力の強化・継続が不可欠である。また、マニュアルや情報ファイルとい

った形で整理された文書による知識の蓄積も、いわゆる組織としての知識を確立するため

に重要である。さらに、Purdue 大学 GTAP事務局との定期的な情報交換（自ら更新した産業

連関表の提供を含む）も必要である。 

 

６．本プロジェクト実施体制 

・大蔵省の経済統合副大臣を本プロジェクトの Project Director に、同省の経済統合部長

を Technical Project Manager とする。 

・パラグアイ側と日本側は、作業計画に基づいてプロジェクトを実施し、その進捗を監理

し、問題が起きた場合は協力してその解決を図るものとする。 

 

７．今後のスケジュール 

プロジェクトの開始に際しては、2005 年 12 月を目途にパラグアイ側及び日本側で再度詳

細を協議し、その議事録（M/M）を作成するものとする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

関連資料３ 

 

活動状況報告・議事録要旨
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１．訪問記録 

 

(1) 大蔵省経済統合局表敬及び打合せ（10 月 25 日、10 月 28 日及び 11月１日） 

 

相手側出席者： 

Ms. Martha Candia: Directora de Integracion (経済統合部長) 

Mr. Jose Cuevas: Jefe Departamento MERCOSUR (メルコスール担当課長) 

 

①出席者に対して、事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。 

②Candia 部長等と以下のような質疑応答を行った。 

 

質問内容 回答、その他 

経済統合局の活動状況 外務省と協力して、メルコスールの枠組みでの経済統合、関

税統合等について担当している。他の経済ブロック（EU 等）

等との様々な交渉の窓口でもある。 

メルコスール域内関税統

一の動向 

当面、2008 年までに域内加盟国の関税統一に備え、関税法の

整備を行う予定である。また、現在、パラグアイはいくつか

の産品が waiver リストに入っているが、それが 2010 年に解

除される予定である。 

本件における要請の背景 

 

メルコスール域内関税統一の動向を踏まえ、経済モデルを利

用して、不利益を軽減するためにも、独自の交渉材料を有し

たいと考えている。また、パ国側では、このようなノウハウ

を有する人材は少ない。 

カウンターパートの配置 現時点では、大蔵省から３名、中央銀行から５名を出す予定

だが、最終的には決まっていない。経済学修士号を（チリや

米国等で）取得した者を配置する予定である。 

国家開発計画でのメルコ

スールの位置づけ 

直近の国家開発計画（2004-2011）の中でも、メルコスールの

役割と課題が明記されている。 

日本側の投入形態につい

て 

専門家の選択は日本側にお任せしたい。日本人専門家でもい

いし、GTAP事務局関係者が来るのならそれでもいい。 

カウンターパートの研修

について 

当方より、カウンターパートの一人が GTAP の短期コースに参

加する可能性があることを説明。パ国側はそれを了承。（結

論として既存の短期研修コースへの参加はない。） 

専門家の執務環境 日本側のニーズに基づいて、大蔵省内に部屋を準備したい。

その他 米州開銀（IDB）のサービスカタログに「CGEモデル整備のた

めの研修」のような項目があり、関心をもったことがあるが、
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パ国側から正式な提案は全く行っていない。 

10 月 28 日午後に、大蔵省で 10 月 25日～10月 28 日午前中ま

での活動を報告。また、中央銀行はサイナーとせず、大蔵省

のみとすることで合意。 

11 月１日に M/M（案）を大蔵省に提示。 

 

 

 (2) 中央銀行経済調査部との打合せ（10 月 26日、10 月 27 日及び 11 月２日） 

 

相手側出席者： 

Dr. Carlos Rodrigues Baez: Director (経済調査部長) 

Mr. Gustavo Biedermann: Economista (エコノミスト) 

 

①出席者に対して、事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。 

②Baez 部長等参加者と以下のような質疑応答を行った。 

 

質問内容 回答、その他 

経済調査部の活動状況 経済調査部は、国民勘定、国際経済及び金融・財政の３部門

から構成されている。最初の国民勘定を扱う部門が、産業連

関表作成を行っている。 

産業連関表の作成状況等 中央銀行は 1994 年の IO 表（いわゆるベンチマーク表）を作

成し、延長推計を行って、1995 年から 1997 年までの各年表

も有している。中央銀行で、産業連関表の作成に携わってい

る者は、現在４名いる。 

産業連関表のタイプは、Commodity by Industry タイプ（い

わゆる U表：Use Matrix)で、中間財で 46 品目×33業種から

構成されている。輸入品は区分していない、いわゆる競争輸

入型である。名目値と実質値（基準年は 1994 年）でそれぞれ

表示されている。 

利用しているデータの内容や種類、延長表の作成方法、実質

化の方法などについて質問した。 

また、利用しているデータのリスト（作成官庁、年次を含む）

の作成を依頼した。 
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GTAP データベースへの対

応及び作業量見込み。 

 

（GTAP事務局が作成した"Contributing Input-Output Tables 

to the GTAP databese"を簡単に説明したところ）担当者から

（元々現在の表が非競争輸入型ではないので）国産品と輸入

品の中間投入を区分して表記する作業が少しやっかいだろう

とのコメントがあった。 

担当者によれば、カウンターパートがフルタイムでアサイン

され（上司からの指示が不可欠だが）、過去にも利用したア

スンシオン大学の経済学部学生をバイトで動員し、必要に応

じて、ローカルコンサル等に依頼して特別調査をかければ、

３～６ヶ月程度で作れるのではないか。（結論として、この

ような作業は GTAP 事務局から派遣される研修講師が既存の

表を活用して作成することになった。） 

必要なデータについて 既にかなりそろっていると思うが、農業統計は 1991年のセン

サス以降あまりきちんとした数字が出ていないので、すこし

補強する必要があるかもしれない。2002 年の工業統計（商工

省）結果も、Raw data に当たれば使えると思っている。大統

領府統計局の家計調査結果も利用可能。 

カウンターパートの配置 10 月 26 日の時点で、中央銀行からカウンターパートを５名

出してもらえるのかと問うた際、Baez部長はとても無理との

回答だったが、パ国側の熱意がないとプロジェクトが無くな

る可能性があると武田次長が示唆した後、「配置については、

大蔵省と JICA が中銀の上の人と詰めて欲しい」との再回答が

あった。 

カウンターパートの資質 産業連関表作成の担当者である Biedermann 氏 (エコノミス

ト)は若いが、スペインの大学院で応用経済を専攻し、GAMS

（CGE モデルを計算するためのアプリケーションの一つ）を

利用して簡単なモデルを回した経験がある。 
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(3) 農牧省との打合せ（10 月 26 日及び 10 月 27 日） 

 

相手側出席者： 

Mr. Mario Leon（農牧省企画局長） 

Mr. Aristides Raiden Gomez: Director Interino (農牧省統計局部長) 

Mr. Akira Izumihara: Expert de la JICA (泉原 JICA 専門家) 

 

①出席者に対して、事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。 

②参加者と以下のような質疑応答を行った。 

 

質問内容 回答、その他 

農牧統計の現状 JICA の協力を得て実施した 1991 年のセンサスが最も確かな

数字である。その後、日本から移転した技術を利用した数年

間、このセンサスを更新した。 

2001 年には再度センサスを実施したかったが、予算がなく、

サンプルサーベイを実施した。その際に、JICA の短期専門家

の協力も一部得た。その成果品が、2001/02 年の農業調査結

果（発行は 2005 年）である。（中銀担当者は入手済：藤川注）

2006 年７月～９月にかけて、EU からの資金を利用して、セン

サスを実施する予定である。暫定結果は 2007 年には出るだろ

う。 

農産物の価格化 （農業センサスで提示されている生産量（重量表示）を、中

銀は生産額（金額表示）に変えているが、双方で情報交換し

ているのかという当方からの質問に対して）農牧省の流通局

は主要農産物の市場価格等データを持っているが、中銀に情

報提供などはしていないとのことであった。 

その他 ・農業はパ国経済にとって非常に重要なので、今回のプロジ

ェクトで、（可能であれば）農牧省もカウンターパートに参

加させて頂ければありがたい。 

・主要農産物の費用構造を分析した調査は行っていない。 

・1997 年に小規模農家に対する経済調査を実施したが、現在、

まだ集計中である。 
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(4) 大統領府統計局(DGEEC)との打合せ（10 月 27 日） 

 

相手側出席者： 

Ms. Virginia Mandelburger: Direccion Tecnica（技術課） 

Ms. Nimia Torres: Jefa Dpto. de Estadista (統計調査課) 

Mr. Oscar Barrios: Economista, Jefe de Dpto. Census (センサス課) 

Ms. Maria Victoria Diesel de Coscia: Coordinadora de Difusion (コーディネータ) 

 

①出席者に対して、事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。 

②参加者と以下のような質疑応答を行った。 

 

質問内容 回答、その他 

センサスの状況 最新のセンサスは 2002 年で、現在、ほぼ全ての結果が印刷さ

れているか、印刷中である。2002 年のセンサスについては、

資金面で米州開銀（IDB）の援助を受け、研修や技術の面で、

（メルコスール内でのやり方の統一の意味もあって）アルゼ

ンチンとウルグアイから支援があった。 

その他の統計の状況 

 

 

基本的に時系列データはほとんどない。 

（経済センサス） 

1964 年が最後である。2002 年の人口センサスで少しお金があ

まったので実施できないか検討中。IDB に資金追加を要請中。

（家計調査） 

最近では、1997/98 年と 2000/01 年で実施した。消費額や雇用

状況などが含まれている。 

（雇用調査） 

1983 年から２年置きに実施している。シリーズものでほぼ唯

一継続されている。 

（工業調査） 

EU の支援でまず 1996/97 年に企業のインベントリーを整備。

その後、予算がなくて調査は行えなかったが、2002 年に再び

EU からの援助を得て、商工省からの委託事業として実施した。

対象は製造業で、1996/97 年に作成したインベントリーに加

え、商工省、税務署、商工団体等のデータも利用して実施。

従業員 50 名以上の製造業は全数調査。それ以下はサンプル調

査。 
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（商業・サービス業調査） 

実施したことはない。 

その他 商工団体や組合等はインベントリーを準備しているが、統計

調査のようなものは実施していないだろう。 

 

 

(5) 開発研究所(Instituto Desarrollo)との打合せ（10 月 27 日） 

 

相手側出席者： 

Dr. Cesar Cabello: Director 

Dr. Idelin Molinas Vega: Director 

 

①出席者に対して、事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。 

②参加者と以下のような質疑応答を行った。 

 

質問内容 回答、その他 

組織の概要と活動状況 経済調査等の受託、研修実施及びコミュニティ開発を軸とす

る NGO である。収入面では、経済調査の受託が大部分を占め

ている。フルタイムのスタッフは６名。大蔵省出身者もいる。

社会会計行列（SAM）の作

成 

UNDP からの委託（自らの投資分もある）で、パラグアイの SAM

を 1997/98 年に作成した。生産部門数は８部門。 

CGE モデルと主な研究対象 他の手法と組み合わせて、簡単な CGE モデルを作成し、GAMS

で計算することがある。ただ、この研究所の関心は、世界貿

易ではなくて、パ国の経済政策が、貧困削減や所得分配にど

のようなインパクトを与えるかを試算することである。 

その他 本プロジェクトに、なんらかの形で参加することは可能であ

ろう。（例えば、ローカルコンサルタントとして） 

 

注）当初の情報では「中央銀行等に産業連関表作成のノウハウがなく、この研究所のノウ

ハウを活用してはどうか、あるいは活用可能か」というスタンスだったが、現地調査の結

果、中央銀行に産業連関表作成のノウハウが十分あるため、この研究所が本プロジェクト

に直接的に関与することはなくなった。彼らは中銀の産業連関表を SAM 作成のために利用

したが、彼ら自身が、産業連関表を作成するノウハウを有しているわけではない。また、

CGE モデルの知識を持つスタッフを有しているが、GTAP とは無関係である。 
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(6) 商工省との打合せ（10 月 28 日） 

 

相手側出席者： 

Ms. Sonia Gonzalez: Directoria General de Politica Industrial （工業政策局長） 

Mr. Yonosuke Kawana: Experto de JICA （川名 JICA 専門家、商工政策アドバイザー） 

 

①出席者に対して、事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。 

②参加者と以下のような質疑応答を行った。 

 

質問内容 回答、その他 

組織の活動状況 商工省の役割は、主に中小企業の振興、非伝統産品の輸出振

興、消費者の保護である。（川名専門家から、予算が非常に

限定されていて、ほとんどが経常経費（人件費）で消化され、

事業費に振り向けられる分は少ないとのコメントあり。） 

商工関連統計の整備状況 2002 年に工業調査を実施したが、基本的に商工省のデータベ

ースは非常に限定されている。輸入原料への課税を免税され

ている企業の登録インベントリーはある。また、希に一部の

生産セクターに関する調査を行うことがある。 

その他 （商工省としては、メルコスールの域内関税統一により、そ

の業種へのダメージが大きいと考えているのかという当方か

らの質問に答えて）メルコスール以外の国から、中間財を輸

入する必要がある業種、例えば、薬品製造などが苦しむと考

えている。ただ、企業の販売力や市場へのアクセスは多様な

ので、業種／セクター別の影響よりも、むしろ企業ごとに影

響の度合いが大きく異なるのではないかと考えている。 

 

 
(7) 日本大使館との打合せ(10 月 31 日及び 11月７日) 

 

相手側出席者：島田書記官 

①事前評価調査団の目的、スケジュール等について概略説明。（10 月 31 日） 

②事前調査団の活動内容、本プロジェクトの計画概要、M/M 等について説明。（11 月７日） 

③書記官からは「日本の顔の見える援助、日本の専門家のプレゼンスについて配慮して欲

しい」とのコメントあり。 
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２. GTAP 事務局との連絡経緯とプロジェクトのスケジュール（案） 

 

(1) GTAP 事務局との連絡経緯 

 

時期 経緯（特記していない限り、全てメールでのやりとり） 

現地調査以前 

 

・（事前に）川崎参事官からメールを入れて頂いた。 

 

・10 月７日及び 10月 17 日： 

DirectorのHertel教授にパラグアイのカウンターパートのためにカ

スタマイズされた研修を実施してもらえないか打診。 

 

・10 月 18 日：Director の Hertel 教授から、GTAP事務局では既存の

短期講習をお勧めするが、一応検討してみるというメールが届いた。

 

現地調査 

（コンサルタント

のみ：10 月 24 日～

10 月 30 日） 

 

・10 月 24 日： Hertel 教授から Ludena 氏（エクアドル人留学生、Phd 

Candidate）を研修講師予定者として紹介される。 

 

・10 月 26 日：Ludena 氏から、簡易なプロポーザルと経歴書を受信。

 

現地調査 

（ 官 メ ン バ ー 参

加：10 月 31 日～11

月７日） 

 

 

・10 月 31 日：Ludena 氏に電話して疑問点（契約相手、スケジュール、

見積額、産業連関表の拡張作業等）について問い合わせた。 

 

・11 月３日：見積を含めたプロポーザルを受信。（資料４参照） 

 

・11 月３日： IO 表の拡張作業について Ludena 氏とコンサルタント

（藤川）がメールでやりとりし、この作業は Ludena 氏／GTAP 事務局

が責任を持って行うことを確認。（理想的にはプロポーザルに提示し

ているデータを追加的に欲しいが、手に入らなければ、彼らが既存の

データから想定して完成させる。） 

 

・11 月４日：日本側から、基本的に Ludena 氏／GTAP 事務局からの提

案を受け入れる旨連絡。 

 

・11 月７日：Ludena 氏から、本件の GTAP 事務局における担当者は

Director の Terrie Walmsley 氏であることが通知された。 
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(2) プロジェクトのスケジュール（案） 

 

Part １: GTAP 事務局派遣専門家による CGE モデルの研修 

 

・2006 年２月～４月（12 週間）：パラグアイの産業連関表を GTAP データベースに取り込

む。 

（GTAP データベースの Version 6.2 は 2006 年４月までにはリリースされる予定。） 

・2006 年４月～５月：９週間のオンライン研修（事前に配布される CD とインターネットを

利用した研修。ただし、最初の２週間は来パし、①研修モジュール１（全部でモジュール

９まである。）の講義と②どのように既存の産業連関表を GTAPデータベースに組み込んだ

かについての講義を実施する予定。） 

・2006 年６月：４週間のオンサイト研修 

 

なお、既存の短期講習はオンライン研修が８週間、オンサイト研修（Purdue 大学で実施）

が１週間なので、本研修はこれに比べるとかなり手厚いものとなっている。 
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Part ２: 日本人専門家によるフォローアップ研修 

 

・「日本の顔の見える援助」の観点も踏まえ、「CGE モデル」及び「産業連関表の作成」の

２名の日本人専門家を 2006 年７月～８月頃（各４週間）派遣し、フォローアップ研修を実

施する。 

・内容は「CGE モデル」が 2006 年前半に実施された Purdue 大学 GTAP 事務局から派遣され

た専門家による研修内容をカウンターパートがきちんと理解しているかを確認し、必要に

応じて補足する。また、CGE モデルによる分析・シミュレーションにおけるカウンターパー

トの能力向上及び GTAP データベースを利用した CGE モデルによる日本の研究結果の紹介等

を行う。 

・「産業連関表の作成」は 2006 年前半に Purdue 大学 GTAP 事務局から派遣された専門家が

行ったパラグアイの既存の産業連関表を GTAPデータベースに組み込むための事前の変換作

業等の内容をカウンターパートがきちんと理解しているかを確認し、必要に応じて補足す

る。また、パラグアイの既存の産業連関表の作成過程や構造を分析して今後の改善点など

を指摘する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）GTAP 事務局との契約はまだ締結されておらず、年度を区切りに契約を分ける予定なの

で、このスケジュールは変更される可能性がある。また、内閣府の川崎参事官が Part ２に

３人目の日本人専門家として短期間参加する可能性がある。 

 

スケジュール（案） 

2006年
１月 2 3 4 5 6 7 8 9

既存のパラグアイの産業連関表をGTAPデータベースに

取り込む作業（Ludena氏およびGTAP事務局が基本的に

実施する。）

Part 1:

GTAP派遣専門家(Ludena氏）によるCGEモデルの研修

オンライン オンサイト
（最初の2週間はオンサイト）

Part 2：

日本人専門家によるフォローアップ研修

(1) CGEモデル研修

(2) 産業連関表の作成

オンサイト
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３. パラグアイの産業連関表1 

 

(1) 産業連関表作成の経緯 

 

General Manager: Emilio Ortiz の説明によれば、1994 年 IO 基準表は米州開発銀行（IDB)

の資金協力を得て、中央銀行職員が中心となって作成した。しかし、93SNA(System of 

National Account)の品目でないものが多く、基本的統計がない分野を補足する技術を得る

ため、ペルー人専門家を招いた。収集作業は、アスンシオン大学の学生 10 人を雇って行っ

た。また、国際財務部署の職員に特別給与が支払われたため、莫大な費用がかかった。作

成にかかった年数は５年で、ペルー専門家は後半２年半の期間携わった。最初に生産マト

リックスに取り掛かった。 

94 年を選んだ理由は典型的なパ国の経済であり、統計がそろっていたためである。92 年

のセンサス、91 年の農業センサス、91 年からの消費・家庭調査があり、また、大蔵省から

納税者のデータが提供されたということは特記すべきことである。 

ペルー人専門家は、1200 社を選び、94－96 年の会計調査を行い補足した。データがない

ところは、特別調査を行い、ローカルコンサルタントに依頼（貿易マトリックス、雇用、

税金、セクター別給料、インフォーマルエコノミ、粗資本、分配利潤）した。この特別調

査に、IDB からの資金が使われた。 

IPC など物価指数は更新しているが、IO 表の更新については必要との認識はあるが、コ

ストが高いのでパ国としては無理である。現在においても、パ国の最大のドネーション機

関は IDB である。 

 

(2) 産業連関表の作成方法（1991～1997 年） 

 

農業データは農牧省、工業・サービス業データは大蔵省から供与された。その他わから

ない（特別サービスなど）データはアンケート調査を行った。雇用者所得については税務

署から入手した。名目値から実質数値への変換は、農業部門に関しては IPP（生産者物価指

数）、サービス部門については IPC（消費者物価指数）を用いた。 

1994 年表完成後は延長推計を行って、1991 年から 1993 年及び 1995 年から 1997 年まで

の各年表を作成している。また、各年表は名目値と実質値（基準年は 1994 年）でそれぞれ

表示されている。 

 

 

 

                                                        
1 石川団員が現地で作成した評価団員報告の内容に多くを依っている。 
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(3) 産業連関表のタイプ 

 

産業連関表のタイプは、Commodity（商品） by Industry（産業／活動）タイプ（いわゆ

る U 表：Use Matrix である。下図参照。) であり、輸入品は区分しない、いわゆる競争輸

入型である。U表では、縦（列）から、どの産業部門（活動部門）がどのような商品を投入

したかがわかり、横（行）から、どの商品が、どの産業部門（活動部門）に産出されたか

がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 産業連関表の部門数と特徴 

 

中間財の部門数は 46品目×33 業種から構成されている。また、生産者価格に商業マージ

ンを加えた購入者価格表示になっており、商業部門からの投入額はゼロになっている。 

なお、日本とパ国の産業連関表様式の違いは以下のとおり。 

 

（日本の産業連関表） 生産者価格評価表と購買者価格評価表 

 中 間 需 要 

001 …… 405 

内生 

部門計

最終需要 需要合計 控除

部門

国内 

生産額 

中 

間 

投 

入 

商 001 

    : 

品  : 

   517 

      

内生部門計       

粗付加価値   

国内生産額   

 

 

 

 

商品 活動 需要 生産

商品 A U f x
活動 V
所得 Y
生産 x

国民経済計算体系における U表と V表 
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（パ国の産業連関表） 購買者価格評価表（供給と使用） 

OFERTA  TOTAL DEMANDA  FINAL 

VBP M MD tnp OT 

CNAP 

CNPP 

Demanda 

Interm. CF FBK X D.F. 

DEMANDA 

TOTAL 

     PRIMARIOS       

     MANUFACT       

     SERVICIOS       

     C.I.       

VAB    

VBP  

 

左表 

OT: oferta total 供給計  

VBP: valor bruto de la produccion 国内生産額  

M: importaciones de bienes y servicios 輸入合計  

MD: margenes de distribucion 商業及び輸送マージン 

tnp: impuestos a los productos 生産物に対する税マイナス補助金 

右表 

CF: consumo final 消費支出   

FBK: formacion bruta de capital 国内総固定資本形成   

X: exportaciones de bienes y servicios 輸出計   

DF: demanda final 最終需要計 

DEMANDA TOTAL: 需要合計 

中表 

Demanda Intermedia: 中間需要 

CNAP: Clasificacion Nacional de Actividades Economicas del Paraguay パ国アクテ

ィビティ分類 

CNPP: Clasificacion Nacional de Productos del Paraguay パ国商品分類 

PRIMARIOS: 第１次産業 

MANUGACT: 製造業 

SERVICIOS: サービス業 

C.I.: Consumo Intermedio 内生部門計 

 

VAB: Valor Agregado Bruto 粗付加価値部門計 

(=Remuneraciones + Otros impuestos a la produccion + Consumo de capital fijo + 

Ingreso mixto+Excedente de explotacion) 

(=雇用者所得＋生産物に対する税マイナス補助金＋資本減耗引当＋混合所得＋営業余
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剰) 

 

※購入者価格評価表からは、正確な投入係数を得ることはできない。 

※日本の産業連関表の様式で再構成したパラグアイの 1994 年の産業連関表は資料５に 

示されている。 

 

(4) その他 

 

中央銀行のエコノミスト Biedermann 氏に対して、日本側から、産業連関表担当専門家（日

本人）がパ国 IO 表理解の補助になるように、「46 部門・57 部門の分類対応表」、「1994

年 IO 表の統計資料一覧」、「1994 年 IO 表の作成作業の流れ」を表もしくは図にすること

を依頼した。 

 

(5) 参考資料 

 

①SISTEMA DE CUENTAS NACIONALES DEL PARAGUAY ANO BASE 1994, SERIE 1991-2003, 2004, 

BCP.（中央銀行） 

②SISTEMA DE CUENTAS NACIONALES DEL PARAGUAY ANO BASE 1994, 2004, BCP and BID.（中

央銀行及び米州開銀） 

③中央銀行の HP (www.bcp.gov.py)からダウンロードしたデータ 
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４. パラグアイの主要経済統計の現状 

 

(1) 農業統計 

 

JICA の協力を得て実施した 1991 年のセンサスが最も確かな数字である。その後、日本か

ら移転した技術を利用して数年間このセンサスを更新した。2001 年には再度センサスを実

施したかったが、予算がなくサンプルサーベイを実施した。その際に、JICA の短期専門家

の協力も一部得た。その成果品が、2001/02 年の農業調査結果（発行は 2005 年）である。 

2006 年７月～９月にかけて、EU からの資金を利用してセンサスを実施する予定である。

暫定結果は 2007 年には出るだろう。 

調査団員である筑波大学の石川氏が現地で作成した評価団員報告では「本案件の持続性

を模索する一方向性としては、2006年７月～９月の EU 援助による農牧センサスの実施予定

かと思われる。パ国の中心産業である農牧業データ更新時期に IO 表の更新は必要であると

思われる。本案件の技術利用の持続性という観点から、IO 表の更新は必須である。しかし、

あくまでパ国担当機関の意識の問題である。」とのコメントあり。 

 

(2) 経済センサス 

 

1964 年が最後である。2002年の人口センサスで少しお金があまったので実施できないか

検討中で、IDB に資金追加を要請中である。 

 

(3) 家計調査 

 

最近では、1997/98 年、2000/01 年に実施した。消費額や雇用状況などが含まれている。 

 

(4) 雇用調査 

 

1983 年から２年置きに実施している。シリーズものでほぼ唯一継続されている。 

 

(5) 工業調査 

 

EU の支援でまず 1996/97 年に企業のインベントリーを整備。その後、予算がなくて調査

は行えなかったが、2002 年に再び EUからの援助を得て商工省からの委託事業として大統領

府統計局（DGEEC）が実施した。対象は製造業で 1996/97 年に作成したインベントリーに加

え、商工省、税務署、商工団体等のデータも利用して実施した。従業員 50 名以上の製造業

は全数調査。それ以下はサンプル調査である。 
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(6) 商業・サービス業調査 

 

実施されたことはない。商工団体や組合等は会員企業のインベントリーは準備している

が、統計調査のようなものは実施していない。 

 

(7) 人口センサス（国勢調査） 

 

10 年毎に実施している。最新のセンサスは 2002年に実施した。現在、ほぼ全ての結果が

印刷されているか印刷中である。2002年のセンサスについては、資金面で米州開銀（IDB）

の援助を受け、研修や技術の面で、（メルコスール内でのやり方の統一の意味もあって）

アルゼンチンとウルグアイから支援があった。 

 

(8) 産業連関表 

 

３.を参照のこと。 

 

 

現地調査における入手資料： 

 

① SISTEMA DE CUENTAS NACIONALES DEL PARAGUAY ANO BASE 1994, SERIE 1991-2003, 2004, 

BCP.（中央銀行）（オリジナル） 

② SISTEMA DE CUENTAS NACIONALES DEL PARAGUAY ANO BASE 1994, 2004, BCP and BID.（中

央銀行及び米州開銀）（オリジナル） 

③ SISTEMA DE CUENTAS NACIONALES DEL PARAGUAY ‐ DIRECTORIO BASICO DE FUENTES DE 

INFORMACION, doc.scnpy/03, BCP and BID（中央銀行及び米州開銀）（コピー） 

④ PRINCIPALES RESULTADOS de la Encuesta Industrial 2002, Junio-2003, dgeec, MERCOSUR, 

EU, eurostat, and INE.（工業調査結果）（オリジナル） 

⑤ Principales Resultados EPH/2003 Encuesta Permanente de Hogares, Julio 2004, 

Presidencia de Republica Secretaria Tecnica de Planificacion, BID, dgeec.（大

統領府統計局家計調査）（オリジナル） 

 

 

所在を確認した資料： 

（以下のデータ／報告書はいずれも JICA パラグアイ事務所に所蔵されている。） 

 

① Paraguay Resultados Finales Censo Nacional de Poblacion y Viviendas. Ano 2002 ‐ 
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Total Pais., Agosto 2004, Presidencia de Republica Secretaria Tecnica de 

Planificacion, BID, dgeec, and CENSO 2002. 

② Paraguay Resultados Finales Censo Nacional de Poblacion y Viviendas. Ano 2002 ‐ 

Distrital., Agosto 2004, Presidencia de Republica Secretaria Tecnica de 

Planificacion, BID, dgeec, and CENSO 2002. 

③ Condiciones de Vida de la Poblacion Paraguaya, 2002, Julio 2004, Presidencia de 

Republica Secretaria Tecnica de Planificacion, BID and dgeec. 

④ Ministerio de Agricultula y Ganaderia, PRETEST CENSAL 2001, Resultados 

Preliminares （農牧省） 

⑤ Ministerio de Agricultula y Ganaderia, Encuesta Agropecuaria por Muestreo 

2001/2002, Region Oriental, Resultados Preliminares （農牧省） 

⑥ Ministerio de Agricultula y Ganaderia, Encuesta Agropecuaria por Muestreo 

2001/2002, Resultados Preliminares （農牧省） 

⑦ 「パラグアイ共和国農牧統計強化計画専門家総合報告書 (I)」平成５年２月、国際協力

事業団 

 

※① ～③は 2002 年の人口センサス結果 

 



 

 

 

 

 

 

 

関連資料４ 

 

Purdue 大学 GTAP 事務局プロポーザル及び見積
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Paraguay CGE Training Project, JICA-GTAP 
(draft) 

General Overview 
Objectives 

The general objective of this project is to provide training in computable generable equilibrium 

(CGE) modeling to personnel of the Ministry of Finance and the Central Bank of Paraguay. 

Additionally, we will provide and train Paraguayan personnel to produce a new reconciled 

Input-Output table for inclusion into the Global Trade Analysis Project (GTAP) database.  In 

this database, Paraguay is currently defined as an aggregate region with Suriname, Guyana, 

French Guiana, and the Falkland Islands. The inclusion of Paraguay in this global database will 

enhance the capacity for the analysis of global economic issues in Paraguay and the region. 

The particular goals of this project are to: 
1. Hands-on training of Paraguayan personnel from the Ministry of Finance and Central Bank 

in CGE modeling and input-output data contribution, establishing a permanent source of 
quality and consistent data from Bolivia to the GTAP database 

2. Include a new disaggregated Input-Output table of Paraguay in the GTAP database; and 
thereby to 

3. Enhance the capacity for analysis of global economic issues through the GTAP database in 
Paraguay 

 

Project Summary 

This project will provide CGE modeling training to personnel in Paraguay. This will include 

a 13 week course, similar to the annual GTAP short at Purdue. This course will consist of a 9 week 

on-line part, and a 4 week on-site training. The training will provide the Paraguayan personnel with 

the capacity to analyze national, regional and global issues in a general equilibrium context. 

Additionally, the project will include a new Input-Output table of Paraguay in the GTAP database, 

and provide training on how to convert data presented in formats (broadly) consistent with the 

national accounting conventions set out in the United Nations System of National Accounts into the 

format used by GTAP. This will provide a permanent source of quality and reliable data from 

Paraguay for future releases of the GTAP database. Hence the project includes the following 

activities 
1. CGE modeling training 
2. Input-Output contribution training 

Detailed terms of reference are attached. 

 

Outputs 

At the end of the project, we will have produced: 
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1. Trained personnel in CGE modeling and input-output contribution in Paraguay 
2. Specific input-output data structure of Paraguay, to be included in future releases of the 

global GTAP database. 

 

Budget 

The budget for this project is defined in terms of fixed and variable costs 

 

 

Terms of Reference 

Consultant 

Carlos Ludena 

Department of Agricultural Economics 

Purdue University 

403 West State Street 

West Lafayette IN 47906-2056 

USA 

Tel: (765)-494-4210 

Email: ludenac@purdue.edu 

Phone: +1 765 494 4210 

Fax:  +1 765 496 9176 

 

GTAP Point of Contact 

Terrie Walmsley 

Center for Global Trade Analysis 

403 West State Street 

West Lafayette IN 47906-2056 

USA 

Email: twalmsle@purdue.edu 

Phone: +1 765 494 5837 

Fax:  +1 765 496 1224 
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1. Description of the General Equilibrium Course 

Part I is a 9-week online course that introduces the participants in general equilibrium 

modeling. This part of the course will be similar to the GTAP short course taught yearly at Purdue. 

This on-line course consists of 9 modules, each module lasting one week. The first 7 of these 

modules are equivalent to the web course undertaken by GTAP short course participants and is 

based on a single country model.  The last two modules introduce the global GTAP model and are 

based on the lectures used in the GTAP on-site course and in our graduate course here at Purdue. 

The 9 modules therefore build up the GTAP model gradually and get participants used to the 

notation, software and the underlying theory.  Every week, participants are required to go over the 

lectures, readings, and simulations, as well as submit a homework. We will provide as much help 

and support to ensure everyone moves at the same pace. During this phase, the consultant will go for 

two weeks, to teach the first module of the course. This will insure that everything needed for the 

on-line course (such as software and supporting material) is in place, and has been taken care of.  

Additionally, during the first part of the Project, and previous to the in-situ training in 

Paraguay, we will collaborate with people at Paraguay’s Ministry of Finance and the Central Bank to 

help include Paraguay’s IO table in the GTAP database. We will provide the expertise in building 

the IO table to GTAP format, as the Paraguayan personnel provides the data. The GTAP Center 

prefers to have trained people in source countries, so they provide the data for future releases of the 

database. This is important, because at this moment Paraguay is not included as a single but a 

composite region in the GTAP data base. Therefore, the inclusion of this data into de data base, will 

give more relevance to the training in Paraguay, and would allow the use of this data and model by 

the course participants after the training has ended. Version 6.2 of the GTAP data base is planned to 

be released in March-April of 2006, and Paraguay would be included in the database by that time.  

Once the course starts, we will take one week to teach the participants how to format the IO 

table to GTAP specification, and let them build one for themselves. This would show them some of 

the decisions and assumptions they have to make in formatting these data, and would give them the 

tools to contribute in future releases of the data base. The consultant will train the Paraguayan 

personnel in charge of national accounts to transform the I-O tables to the GTAP format.  

Part II is on site training (4 weeks), which will give the hands-on experience in general 

equilibrium to participants. This part will be similar to the latter part of the 1 week on-site training at 

the short course taught at Purdue. During this time, participants will undertake special projects which 

could include the assessment of the impact of the unified custom tariff in MERCOSUR, 

MERCOSUR-EU Free Trade agreement, FTA with other countries in South America (e.g. new 

accession of Venezuela to MERCOSUR), etc. The 4-week period may be extended, if necessary and 

required by the participants.  

Carlos Ludena will be the person in charge of teaching the general equilibrium course over 
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the web and on location in Paraguay, and helping in including Paraguay’s Input-Output table into 

GTAP. He has worked on the Paraguay data base, has previous experience including Ecuador and 

Bolivia into the GTAP database and taught in the GTAP short course in Argentina. Tom Hertel 

and/or Terrie Walmsley would also oversee the on-site course.  
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2. Schedule 

 This is a preliminary schedule and it is subject to change: 

Date Length Description 

February-April 2006 12 weeks Inclusion of the I-O table of Paraguay in GTAP 

April-May 2006 9 weeks On-line course 

June 2006 4 weeks On-site course in Paraguay 

 

3. Cost of the Project 

The proposed budget assumes 10 people as course participants. Based on this number, the 

preliminary total cost of the project is of 48,824 US dollars. This includes wages, travel costs, 

materials, software and other fees. For a detailed budget, please look at the appendix. 

 

4. Basic Requirements for the Project 

4.1 Paraguayan Human Resources (Desirable level of Instruction) 

It World be preferable that the participants have strong previous experience in economics 

(Master level microeconomics) or CGE modeling. 

 

4.2 Current I-O Data and Desirable Additional Information 

At this time GTAP has I-O tables of Paraguay for the 1991-1997 period, for 46 commodities 

and 33 sectors, obtained through the website of the Central Bank of Paraguay. The dimension of the 

I-O table meets the requirements of GTAP, allowing it to be introduced into future versions of the 

GTAP data base. However, after having analyzed the current available data for Paraguay, we have 

determined that we require, ideally, the following additional information: 
a) Disaggregation of final consumption into household consumption and government 

consumption. 
b) Domestic use matrix of goods and services 
c) Import use matrix of goods and services 
d) Domestic margins matrix of goods and services 
e) Import margins matrix of goods and services 
f) Domestic tax matrix 
g) Import tax matrix 
h) Classification and detail description of products in each category of the I-O table. 

 

This data will help facilitate the conversion of the data to the GTAP format. In the case that the 

required data is not available, we will assume certain relationships and characteristics of the 

structure of the I-O table to convert it into the GTAP format. 
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Appendix. Projected Costs (based on 10 people) 

Cost Item 
Cost per 

person per 
item 

# items # people 
Total per 

item 

1. INSTRUCTION (assumes 10 people)       

1.1 Salaries       
On-site salary (6 weeks) $300 30 1 $9,000
Web course instructor (7 modules taught from 
Purdue) $50 7 10 $3,500
I-O table      $7,000

Total Salaries      $19,500

1.2 Travel       
Flights  $2,000 2 1 $4,000
Per diems $155 42 1 $6,510
Ground Transportation $150 2 1 $300

Total Travel      $10,810

1.3 Web Course Delivery         
Other GTAP Staff time $30 9 10 $2,700
Additional cost $2,000 1 1 $2,000

Total instruction for web course      $4,700

Total Instruction   $35,010

2. OTHER COSTS   
2.1 PRINTING AND MATERIALS   

Printing, Postage, phone calls $25 1 10 $250
Shipping Costs $30 1 10 $300
GTAP book $25 1 10 $250

Total Misc Costs   $800

2.2 SOFTWARE   
GEMPACK - they will buy from CoPS, Monash    
RunGTAP $90 1 1 $90

Total Software Costs   $90

Total Other costs   $890

   

TOTAL COSTS (excluding conferences fee)   $35,900

   

3. DEVELOPMENT COSTS   
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University F&A $35,900 36.00%  $12,924

Total fees   $12,924

   

TOTAL COSTS (including conferences fee)   $48,824

 



 

 

 

 

 

 

 

関連資料５ 

 

パラグアイ国産業連関表(1994) 
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